
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 23日

上   場   会   社   名     三菱製鋼株式会社 上場取引所 東 大 福

コード番号    5632 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　高谷　眞規 TEL (03) 3536 - 3135

決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 23日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年 3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）

(1)経営成績 　　　(百万円未満切捨て）

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 3月期 65,273 5.6 926 - 967 -

12年 3月期 61,818 △ 6.3 △ 2,900 - △ 3,925 -

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年 3月期 560 - 3.89        - 3.3 1.2 1.5

12年 3月期 △ 14,339 - △ 99.58        - △ 47.5 △ 3.9 △ 6.3

(注)①期中平均株式数 13年 3月期   144,000,000 株　　　12年 3月期   144,000,000 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中    間 期    末 (年間) 配当率
       円　銭        円　銭        円　銭 百万円 ％ ％

13年 3月期 1.50 0.00 1.50 215 38.6 1.2

12年 3月期 0.00 0.00 0.00 0 - -

(3)財政状態

      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％                   円　　銭

13年 3月期 81,952 18,270 22.3 126.88

12年 3月期 79,475 15,429 19.4 107.15

（注）期末発行済株式数　13年 3月期      144,000,000　株　　　12年 3月期      144,000,000株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）

売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円       円　銭          円　銭        円　銭

中間期 33,000 200 200 0.00 － －

通　　期 68,000 1,500 800 － 1.50 1.50

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   5 円 56 銭 



製   品   別   売   上   高

（単位：百万円）

構成比 構成比 増減比

％ ％ ％

品 名

当 期 前 期
対 前 期 増 減

（１２．４～１３．３） （１１．４～１２．３）

金 額 金 額 金 額

特殊鋼鋼材 24,297 37.2 21,785 35.2 2,512 11.5 

ば ね 23,061 35.4 22,119 35.8 942 4.3 

素 形 材 15,548 23.8 14,978 24.2 570 3.8 

環 境 機 器 2,365 3.6 2,933 4.8 △ 568 △ 19.4 

合 計 65,273 100.0 61,818 100.0 3,455 5.6 

仕

向

先

別

国 内 61,982 95.0 58,505 94.6 3,477 5.9 

輸 出 3,290 5.0 3,313 5.4 △ 23 △ 0.7 

合 計 65,273 100.0 61,818 100.0 3,455 5.6 

－1－



損　　益　　計　　算　　書
（単位：百万円）

（12.4～13.3） （11.4～12.3）

（ ） （ ） （ ）

販売費及び一般管理費

（ ） （ ） （ ）

受取利息及び配当金

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

投資有価証券売却益

（ ） （ ） （ ）

投資有価証券評価損

ゴルフ会員権評価損

法人税、住民税及び事業税

税効果会計適用に伴う

固定資産圧縮積立金取崩額

売 上 高

売 上 原 価

期 別 当 期

65,273

営 業 費 用 64,346

前 期
対前期増減

科 目

61,818 3,455

64,718 372

57,984 58,532 548

177

営 業 利 益 926 △ 2,900 3,826

6,362 △6,185

営 業 外 収 益 782 554 228

542 281 261

雑 収 入 240 273 △ 33

営 業 外 費 用 741 1,579 838

支 払 利 息 537 1,342 805

雑 損 失 203 236 33

経 常 利 益 967 △ 4,8923,925

特 別 利 益 544 1,482 △ 938

固定資産処分益 0 1,482 △ 1,482

544 0 544

特 別 損 失 612 22,359 21,747

固定資産処分損 112 22,066 21,954

関 連 事 業 損 失 119 0 △ 119

有価証券評価損 0 258 258

259 34

51 0

△ 225

△ 51

25,702

為 替 差 損

税 引 前 当 期 純 利 益 900 △

68 680 △

24,802

829 2,438 1,609

法 人 税 等 調 整 額 △ 488 △ 12,900 △ 12,412

当 期 純 利 益 560 △ 14,339 14,899

前 期 繰 越 利 益 △ 156 △ 2,106 1,950

過年度税効果調整額   - △ 15,170 15,170

  - 15,925 △ 15,925

当 期 未 処 分 利 益 403 △ 15,691 16,094

－2－



貸　　借　　対　　照　　表

（単位：百万円）

（１３．３．３１） （１２．３．３１）

（ ） （ ） （ ）

対前期増減
科 目

（ 借 方 ）

期 別 当 期 前 期

38,141 △ 4,309流 動 資 産 33,832

5,828 △ 400

現 金 預 金 4,805 4,778 27

受 取 手 形 5,428

4,985 △ 4,985

売 掛 金 15,284 14,156 1,128

有 価 証 券 0

1,582 142

（ た な 卸 資 産 ） 5,113 4,518 595

製 品 1,724

1,409 591

半 製 品 619 551 68

仕 掛 品 2,000

701 △ 77

原 材 料 142 273 △ 131

貯 蔵 品 624

297 △ 41

前 払 費 用 129 142 △ 13

繰 延 税 金 資 産 256

2,888 △ 1,327

短 期 貸 付 金 1,411 594 817

未 収 入 金 1,561

84 △ 86

そ の 他 13 34 △ 21

貸 倒 引 当 金 △ 170 △

41,334 6,785固 定 資 産 48,119

9,264 △ 453

有 形 固 定 資 産 26,761 29,046 △ 2,285

建 物 8,811

15,115 △ 1,866

構 築 物 1,212 1,356 △ 144

機 械 装 置 13,249

37 △ 15車 両 運 搬 具 22

2,723 0

工 具 器 具 備 品 324 387 △ 63

土 地 2,723

建 設 仮 勘 定 416 160 256

無 形 固 定 資 産 271 349 △ 78

11,937 9,149投 資 等 21,086

5,033 8,850

子 会 社 株 式 5,414 4,910 504

投 資 有 価 証 券 13,883

1,296 △ 159

長 期 貸 付 金 683 752 △ 69

そ の 他 1,137

79,475 2,477

貸 倒 引 当 金 △ 32 △ 55 23

資 産 合 計 81,952

－3－



貸　　借　　対　　照　　表

（単位：百万円）

（１３．３．３１） （１２．３．３１）

（ ） （ ） （ ） 　 　

（ 貸 方 ）

科 目

期 別 当 期 前 期
対前期増減

4,62746,600

支 払 手 形

51,227流 動 負 債

944

買 掛 金

4,725 3,781

23212,746

短 期 借 入 金

12,978

50
１年以内返済長期借入金

22,687 22,637

△ 1821,662

未 払 金

1,480

44

未 払 法 人 税 等

407 363

△ 1,9642,367

未 払 消 費 税 等

403

△ 918

未 払 費 用

121 1,039

△ 211,709

前 受 金

1,688

△ 145

預 り 金

87 232

23661
固定資産処分損引当金

297

6,348 6,348  -

固 定 負 債

7,147

4,991

長 期 借 入 金

12,454 17,445 △

3696,778

210

繰 延 税 金 負 債

439 649 △長 期 未 払 金

989

3,617 2,494

退 職 給 付 引 当 金 1,033

1,123

退 職 給 与 引 当 金   - 989 △

  - 1,033

固定資産処分損引当金

216役員退職慰労金引当金

  -

46170

△ 6,3646,364

負 債 合 計 36563,681 64,046 △

資 本 金 07,200 7,200

法 定 準 備 金 0

資 本 準 備 金

1,573 1,573

0893

利 益 準 備 金 680

893

680 0

剰 余 金 7,215 6,655 560

15,535

固定資産圧縮積立金

6,812 22,347任 意 積 立 金

△ 15,5346,457

△

当 期 未 処 分 利 益

355別 途 積 立 金

△

21,991

△

0355

16,09415,691

　　う ち 当 期 純 利 益

403

その他有価証券評価差額金

560 14,339

2,281  -2,281

15,429 2,841資 本 合 計 18,270

79,475 2,477負 債 ・ 資 本 合 計 81,952

－4－



（単位：百万円）

固定資産圧縮積立金取崩額

合 計

固定資産圧縮積立金取崩額

有価証券の評価基準及び評価方法
当期より金融商品に係る会計基準を適用している。
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理）

時価のないもの 移動平均法による原価法

たな卸資産の評価基準及び評価方法
後入先出法による原価法
移動平均法による低価法
後入先出法による低価法
総平均法による原価法

有形固定資産の減価償却の方法
定額法（一部の工場は定率法）

無形固定資産の減価償却の方法
定額法

重要な引当金の計上基準

加し、経常利益は23百万円、税引前当期純利益は23百万円
減少している。

の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると
認められる額を計上している。これに伴い、従来と同一の方法
によった場合と比較して、退職給付に係る費用は25百万円増

不能見込額を計上している。

退 職 給 付 引 当 金 … 当期より退職給付に係る会計基準を適用しており、従業員

貸 倒 引 当 金 … 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

3.

4.

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

5.

そ の 他 …
貯 蔵 品 …

製品、半製品及び仕掛品 …
原 材 料 鋼 屑 …

…

…

…

2.

156

【重要な会計方針】

1.

次 期 繰 越 利 益 716 次 期 繰 越 損 失

利 益 配 当 金 215

15,534利 益 準 備 金 21

利 益 処 分 額 損 失 処 理 額

954

551

利 益 処 分 （ 損 失 処 理 ） 案

当 期 （ 平 成 13 年 3 月 期 ） 前 期 （ 平 成 12 年 3 月 期 ）

当 期 未 処 分 利 益 403 当 期 未 処 理 損 失 15,691

－5－



固定資産処分損引当金

外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準

リース取引の処理方法

消費税等の会計処理方法

（単位：百万円）

（単位：百万円）

… 固定資産の廃止及び処分に備えて、除却損失及び処分費用
を見積りにより計上している。

6.
当期より改訂後の外貨建取引等会計処理基準を適用しており、外貨建長期金銭債権は、
当期から決算時の為替相場により本邦通貨に換算している。これに伴い、為替差損68百万
円を特別損失に計上している。

7.
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

8.
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

【損益計算書注記】

摘 要 当 期 (12.4 ～ 13.3 ） 前 期 (11.4 ～ 12.3 ）

特 別 利 益の主 な 内訳

固 定 資 産 処 分 益 土 地 の 処 分 益 1,482

特別損失の主な 内訳

固 定 資 産 処 分 損 機械装置他の処分損 112 機械装置他の処分損 22,066

【貸借対照表注記】

摘 要 当期末(13年３月31日） 前期末(12年３月31日）

減 価 償 却 累 計 額 32,958 31,204

保 証 債 務 等 31,044 36,158

0自 己 株 式 (566株) 0 (1,609株)

－6－



リ 　 ー  　ス  　取 　 引

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法

同 左

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法

同 左

当 期 （ 12.4 ～ 13.3 ） 前 期 （ 11.4 ～ 12.3 ）

リ ー ス 物 件 の 所 有 権 が 借 主 に 移 転 す る と リ ー ス 物 件 の 所 有 権 が 借 主 に 移 転 す る と

認められる もの以外の ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ ・ ﾘ ｰ ｽ 取引 認められる もの以外の ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ ・ ﾘ ｰ ｽ 取引

1. ﾘ ｰ ｽ 物 件 の 取 得 価 額 相 当 額 、 減 価 償 却 1. ﾘ ｰ ｽ 物 件 の 取 得 価 額 相 当 額 、 減 価 償 却

累 計 額 相 当 額 及 び 期 末 残 高 相 当 額 累 計 額 相 当 額 及 び 期 末 残 高 相 当 額

取得価額
相 当 額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

取得価額
相 当 額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

科 目 科 目

機械装置 15 9 5 機械装置 15 7 8

車両運搬具 141 50 91 車両運搬具 88 39 48

工具器具
備 品

375 216 159
工具器具
備 品

443 244 198

計 532 275 256 計 546 291 255

2. 未 経 過 ﾘ ｰ ｽ 料 期 末 残 高 相 当 額 2. 未 経 過 ﾘ ｰ ｽ 料 期 末 残 高 相 当 額

１ 年 内 114 １ 年 内 104

１ 年 超 149 １ 年 超 158

支 払 ﾘ ｰ ｽ 料 152

計 264 計 262

3. 支払ﾘｰｽ料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 3. 支払ﾘｰｽ料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

減価償却費相当額 137

(1) 支 払 ﾘ ｰ ｽ 料

(2) 減価償却費相当額 117 (2)

129 (1)

5. 5.

支 払 利 息 相 当 額 11

4. 4.

(3) 支 払 利 息 相 当 額 11 (3)

ﾘｰｽ料総額とﾘｰｽ物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分につい

ては、利息法によっている。

ﾘｰｽ期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

－7－



税    効    果    会    計

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

百万円
退職給与引当金損金算入限度超過額

役職の異動（昇格）

新任取締役候補

退任予定取締役

子 会 社 株 式 及 び 関 連 会 社 株 式

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

当 期 ( 平成13年3月31日現在 )

1.
繰 延 税 金 資 産

未 払 事 業 税 46
384

役員退職慰労金引当金 91
固定資産処分損引当金 1,718
そ の 他 451

繰延税金資産小計 2,691
評 価 性 引 当 額 △ 123
繰延税金資産合計 2,568

繰 延 税 金 負 債
その他有価証券評価差額 1,652
固定資産圧縮積立金 4,276

繰延税金負債合計 5,928

繰延税金負債の純額 3,360

役　 員 　の 　異 　動

1.

新 役 職 名 氏 名 現 在 の 役 職 名 等

取 締 役 副 社 長 佐 藤 實 常 務 取 締 役

常 務 取 締 役 加 藤 秋 夫 取締役、素形材事業部長

2.

新 役 職 名 氏 名 現 在 の 役 職 名 等

取 締 役 飯 田 義 一 社 長 室 長

取 締 役 嶋 村 雅 男 社長室海外部長

3.

現 在 の 役 職 名 氏 名 退任後の新たな就任予定先等

常 務 取 締 役 福 島 丈 雄 当    社    顧    問
菱 鋼 商 事 ㈱ 取 締 役 社 長

常 務 取 締 役 浅 羽 純 二 当    社    顧    問

取 締 役 松 尾 洋
当    社    顧    問
現MSM(THAILAND)CO.,LTD.取締役社長
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